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第12回日本アゼルバイジャン経済合同会議 

プログラム 
 
◆ 日時： 2025年９月26日（金） 合同会議 10：00～12：30 

 レセプション 12：30～14：00 
◆ 場所： 如水会館 スターホール／ *レセプション オリオン 

東京都千代田区一ツ橋2-1-1 
◆ 主催： 日本アゼルバイジャン経済委員会、（一社）ROTOBO、 

アゼルバイジャン日本経済協力国家委員会 
◆ 言語： 日英同時通訳 
 

時間 プログラム 

09:30-10:00 レジストレーション 

10:00-10:22 
10:10-10:15 
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  エネルギー・化学品カンパニー エネルギー部門長 
◇ ロフシャン・ナジャフ アゼルバイジャン日本経済協力国家委員会 議長／ 
   アゼルバイジャン国営石油会社（SOCAR） 総裁 
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 「INPEXのアゼルバイジャンにおける活動：『ACG油田開発・生産プロジェクト』および 
 『人材開発への貢献』」 
◇ ババク・フセイノフ アゼルバイジャン国営石油会社（SOCAR） 副総裁 
◆ 山口 茂 丸紅㈱ イスタンブール支店長 
 「アゼルバイジャンにおける丸紅の紹介」 
◇ エルミル・ムサエフ SOCARグリーン 社長 
◆ 加藤 学 ㈱国際協力銀行（JBIC） エネルギー・ソリューション部 部長 
 「アゼルバイジャン向け支援の実績と今後の展望」 

10:58-11:15 コーヒーブレイク 

11:15-12:05 
11:15-11:24 

 
11:24-11:32 
11:32-11:41 
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11:47-11:54 

 
 

11:54-12:01 
12:01-12:05 

【報告第２部：新規分野における協力の可能性】 
◆ 芝 和彦 東電設計㈱ 取締役常務執行役員 海外ビジネスユニット長 
「アゼルバイジャンにおける東電設計の挑戦」 

◇ アリ・ジャファロフ アゼルバイジャン投資ホールディング 副CEO 
◆ 中司 篤彦 大陸貿易㈱ 常務取締役 営業本部長 
「CIS諸国とともに60年」 

◇ ヴガル・ミルザザーデ アゼルバイジャン運輸・通信ホールディング（AZCON） 副専務理事 
◆ 浅元 薫哉 （独）日本貿易振興機構（ジェトロ） 企画部 海外地域戦略主幹 
（ロシア・中央アジア・コーカサス） 
「アゼルバイジャンとのビジネス機会創出のためのジェトロの役割について」 

◇ ユシフ・アブドゥラエフ アゼルバイジャン輸出・投資促進機構（AZPROMO） 専務理事 
【総括コメント】 
◆ 黒石 邦典 日本アゼルバイジャン経済委員会 副会長／丸紅㈱ 顧問 
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◇ ロフシャン・ナジャフ アゼルバイジャン日本経済協力国家委員会 議長／ 

   アゼルバイジャン国営石油会社（SOCAR） 総裁 

12:15-12:30 
【署名式】 
第12回合同会議議定書、他 

12:30-14:00 日本側主催ランチョン・レセプション 

※09:30～09:50および13:30～14:45 別室（蘭・菊・梅の間）にて希望者対象個別面談。 
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＜オープニング・基調報告＞ 

 

山田 哲也・日本アゼルバイジャン経済委員会 会長／ 

伊藤忠商事㈱ 執行役員 エネルギー・化学品カンパニー エネルギー部門長 

開会挨拶・基調報告 

 

 尊敬するロフシャン・ナジャフ・アゼルバイジャン日本経済協力国家委員会議長、イスマイル

ザーデ・駐日アゼルバイジャン共和国大使閣下、ご来賓の辻阪高子・経済産業省通商政策局審議

官、石川誠己・外務省欧州局審議官、ご列席の皆様。 

 日本アゼルバイジャン経済委員会会長、伊藤忠商事の山田哲也でございます。私は2025年５月

に日本アゼルバイジャン経済委員会の会長に就任いたしました。ナジャフ議長も2025年４月に就

任されたと承っております。改めて就任のお祝いを申しあげます。ナジャフ議長は、日本企業と

の関係が深いアゼルバイジャン国営石油会社（SOCAR）の総裁でいらっしゃることから、日本を

たいへんよくご存じの方と合同会議を進行できることを心強く感じております。 

 また、両国の政府、政府系機関、ビジネス関係者の方に多数お集まりいただき、合同会議を開

催できますことをたいへん喜ばしく思っております。私は今回、初めて合同会議の共同議長を務

めさせていただきますので、至らぬ点があろうかと思いますが、皆様のサポートを賜りますよう、

よろしくお願いいたします。 

 前回の2022年９月のバクーにおける第11回合同会議では、日本とアゼルバイジャンが国交樹立

後30年間にわたり、友好と相互信頼に基づいて実りある活動を行ってきたことが高く評価されま

した。そして、さらなる関係発展に向け、幅広い分野の有望なプロジェクトについて相互に提案

し、両国の歴史の新たな１ページを開くことができました。 

 今回は、前回の議論をさらに発展させるとともに、現下の国際情勢の変化に即し、日本とアゼ

ルバイジャンが長きにわたる協力関係を構築しているエネルギー分野、および新たな分野におけ

る両国の協力の可能性について、双方から報告や提案を行い、ビジネス関係発展の機運を高めて

まいります。そして、本日の成果として、本会議の議定書をはじめ、複数の協力文書が署名され

る予定となっています。 

 お集まりの皆様による、積極的なご提案と、忌憚のない意見交換によりまして、本日の会議が

実り多きものとなりますことを祈念いたします。 

 

 それでは、本会議の基調報告として、日本とアゼルバイジャンの関係の現状と課題について、

現下の世界情勢や日本の政治・経済状況を踏まえてお話ししたいと思います。 

 

◆日本とアゼルバイジャンの良好な関係 

 まず、日本とアゼルバイジャンの関係の現状についてお話しします。両国の関係は経済、政治、

文化、学術などあらゆる分野で非常に緊密です。とりわけ、2025年は日本で大阪・関西万博が開

催されております。今回の万博開催地としてアゼルバイジャンの首都バクーも立候補されていま

したが、大阪での開催決定以降、アゼルバイジャンには開催に向け、積極的にご支援、ご協力い

ただきました。日本国民の１人として、心より感謝申しあげます。そして、６月５日の貴国のナ
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ショナルデーには、前任の今井会長がご招待をいただき、お祝いさせていただきました。貴国の

パビリオンはひときわ美しく、来場者は貴国の歴史、伝統、多様な文化を身近に感じ、理解を深

めたと思います。 

 また、各種報道によりますと、現在、貴国において、日本の人気テレビドラマ『VIVANT』の

続編が撮影されています。2026年夏の放送予定とのことですが、ともに長い歴史を誇る日本とア

ゼルバイジャンの国同士、国民同士の理解、文化的な交流、および経済交流がこれによりいっそ

う深まることを切に期待いたします。 

 

◆日本とアゼルバイジャンの経済関係の状況と課題 

 次に、日本とアゼルバイジャンの貿易ですが、2024年の貿易総額は8,170万ドルで、内訳は日本

からの輸出が6,670万ドル、日本のアゼルバイジャンからの輸入が1,510万ドルで日本の輸出超過

となりました。さらに最新の2025年１～７月までの日本とアゼルバイジャンの貿易は、前年の傾

向を引き継いでおり、貿易総額は3,910万ドル、日本からの輸出が3,130万ドル、輸入額は780万ド

ルとなっています。 

 日本からアゼルバイジャンへの主な輸出品は鋼管、自動車、タイヤで、鋼管が約７割を占めて

います。一方、日本のアゼルバイジャンからの主な輸入品は、アルミニウム、天然黒鉛、果実で、

９割をアルミニウムが占めている状況です。 

 貿易の多角化が両国の経済関係の重要な課題の１つとなっておりますが、今日、日本企業はア

ゼルバイジャンにおいて航空運輸、食品加工に携わるほか、太陽光発電、水素、アンモニア事業

などの脱炭素に向けた新しいビジネス分野に取り組んでおります。 

 前回の合同会議において、日本とアゼルバイジャンの間では二国間クレジット制度の構築に関

する協力覚書の署名が行われました。通称「JCM」と呼ばれる制度を通じた脱炭素に向けた取り

組みも実現が期待されています。こうした新分野の開拓が経済発展を後押しすることは言うまで

もなく、さらに2022年12月、日本とアゼルバイジャン両政府は租税条約を締結しましたので、今

後、両国の投資・経済交流がより促進されることを期待しています。 

 

◆新たな輸送回廊ハブとしてのアゼルバイジャンの重要性 

 また、ロシアによるウクライナ侵攻以降、日本では中央回廊への関心が高まっております。新

しい物流ルートの開発は、日本とアゼルバイジャンの新たなビジネスにつながることは言うまで

もありません。この観点から、2025年８月８日、貴国のイルハム・アリエフ大統領とアルメニア

のニコル・パシニャン首相が、米国のトランプ大統領の立ち会いのもと、和平実現に向けた共同

宣言に署名されたことは、我々日本人にとっても、大変歓迎すべきものであります。両国間の和

平条約が早期に署名され、コーカサス地域に真の平和と安定が恒久的に訪れることを心より願っ

ております。 

 

◆現下の世界情勢下における日本の状況 

 続いて、現在の日本の状況についてお話しします。日本では、2025年７月20日に参議院選挙が

行われ、与党が大幅に議席を減らしたことから、与党、自民党の総裁である石破茂総理大臣が９

月７日に退陣を表明し、10月４日に同党の総裁選挙が行われることとなりました。国会は少数与



5 
 

党となっており、自民党の新総裁が選出された後に、与野党間で連立や協力の交渉を経て、新し

い総理大臣が誕生する見通しです。新体制のもと、与野党の建設的な対話と政策ごとの連携を通

じて、政策実行の枠組みが着実に整えられていくことを期待しております。 

 また、経済面を見ても、第２次世界大戦後の日本は、米国主導の秩序のもとで、高度経済成長

を果たし、米国との貿易摩擦などの経験を経ながら、繁栄を築いてきました。今日、米国主導の

秩序だけに頼ることができなくなるなか、次期政権は、発足早々、環太平洋諸国、欧州諸国、新

興諸国などと連携し、ルールに基づく開かれた貿易体制の構築と維持という難題に直面すること

になります。こうした状況の中で、新興国の１つである貴国アゼルバイジャンとの経済関係の強

化は日本にとってもたいへん重要な意味を持つことになります。 

 

◆伊藤忠商事のアゼルバイジャンでの活動の成果と今後の展望 

 最後に、私の所属する伊藤忠商事のアゼルバイジャンにおける活動について紹介させていただ

きます。弊社は、1996年にアゼルバイジャン最大の石油生産プロジェクトであるアゼリ・チラグ・

ギュネシリ（ACG）鉱区開発に、そして2002年よりその生産原油をアゼルバイジャンからジョー

ジア経由トルコのジェイハンに運ぶBTCパイプラインプロジェクトに参画しています。BPをオ

ペレーターとして安定的に石油が生産され、またBTCパイプラインにより、地政学的リスクに左

右されることなく、トルコのジェイハンを積み出し港として原油の出荷、販売ができています。 

 アゼルバイジャンでは、新しい石油・ガス生産開発を推進する一方で、19世紀の中頃から始ま

った石油生産事業においては、主に陸上ですが、古い井戸に残された油が存在することも分かっ

ており、その油を回収するEORプロジェクトについて、弊社の石油開発技術子会社である伊藤忠

石油開発（CIECO）が、JOGMECの支援を受けて、この数年、技術検討をSOCARと共同で進めて

おります。アゼルバイジャンの国策の中核であり、最大の基幹産業である石油・ガス事業におい

て、今後も微力ながら貢献できますと幸いです。 

 また、石油・ガス事業に関連しては、SOCARがトルコにて展開するStar製油所建設案件につい

て、日本政府／JBIC、本邦および外銀ファイナンスを取りまとめ、建設を履行いたしました。今

後のSOCARの事業拡大、新規プロジェクトにおいても、投資、ファイナンスアレンジ、EPCの機

能を活用し、ニーズに応じた貢献をしたいと考えております。 

 

 次に、アゼルバイジャンにおける都市インフラ関連の事業で申しあげます。過去には、交通シ

ステム分野の環境改善策として、弊社の関連する車両メーカーで生産する低公害のバス車両など

をアゼルバイジャン向けに販売した実績もございますが、弊社は、水や廃棄物といった水・環境

インフラビジネスをインフラコア事業の１つとしております。海水を淡水化し飲料水とする事業

や、下水事業、廃棄物を環境に配慮した形で焼却処理しクリーンエネルギーを提供する事業など

の開発・投資・運営を、欧州・中東といった国々を中心に展開しております。 

 230万人以上の人口を抱える首都バクーをはじめ、アゼルバイジャンにおいても、水、廃棄物

を中心とした都市環境問題への対応は喫緊の課題と認識しており、今後これらの事業を通じた貢

献もぜひ検討したいと考えております。 

 簡単ではございますが、伊藤忠商事はこのような形で、アゼルバイジャン政府およびパートナ

ーの皆様と共に、アゼルバイジャンと日本両国の関係発展に貢献できるようなビジネス開発、社
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会貢献活動を進めてまいる所存です。 

 

◆結語 

 本日の協議を通して、日本企業、新たな協力の可能性を発見し、日本とアゼルバイジャンの経

済関係をさらに強化したいと考えておりますので、引き続き皆様のご理解とご支援、ご協力をお

願い申しあげ、私の基調報告を終わらせていただきます。 

 ご清聴ありがとうございました。 
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ロフシャン・ナジャフ・アゼルバイジャン日本経済協力国家委員会 議長／ 

アゼルバイジャン国営石油会社（SOCAR）総裁 

開会挨拶・基調報告 

 

 山田様、ご列席の皆様、ご参加の皆様。おはようございます。Sabahınız xeyir（おはようござい

ます）。 

 本日、アゼルバイジャン日本経済協力国家委員会と日本アゼルバイジャン経済委員会の第12回

合同会議に皆様をお迎えできることを大変光栄に存じます。山田様、そして日本代表団の皆様の

温かい歓迎とご厚情に、心より感謝申しあげます。 

 約33年前、1992年９月７日に、アゼルバイジャン共和国と日本の外交関係が樹立されました。

それ以来、両国関係は相互尊重と理解の原則に基づき、様々な分野で発展してきました。 

 本日、我々は経済、社会、人道その他の分野において、両国間の確固たるパートナーシップを

確認することができます。この機会をお借りして、これまでの協力の成果を簡単にご紹介させて

いただきます。 

 

◆二国間経済協力関係、さらなる投資の可能性 

 2024年のアゼルバイジャンと日本との貿易額は４億2,800万ドルに達し、その大部分は日本か

らの輸入によるものでした。アゼルバイジャン産品の輸出ポテンシャルは拡大を続けており、今

後、日本への輸出額が増加するものと期待しております。 

 日本の皆様との協力は、様々な分野で着実に拡大しています。日本はアゼルバイジャンにとっ

て主要な投資国の１つであり、これまでに90億ドル以上を我が国経済に投資してくださっていま

す。現在の投資は主にエネルギー分野に集中していますが、まだ活用されていない投資のポテン

シャルが残っていると考えております。 

 アゼルバイジャンは、工業、化学・石油化学製品生産、エネルギー（グリーンエネルギーを含

む）、農業、インフラ、通信、高度技術といった幅広い分野で投資機会を提供しております。我

が国の有利な投資環境は、外国企業が成功裏に展開するための確固たる枠組みを備えています。 

 現在、アゼルバイジャンは地域経済のハブとして台頭しつつあります。中央回廊の発展に加え、

バクー国際海洋貿易港、アラート自由経済区、鉄道、その他の物流施設といった近代的インフラ

が国内に整備され、アゼルバイジャンの中継国としての重要性は高まっています。この観点から、

日本企業の皆様には、アラート自由経済区やインダストリアル・パークを含む幅広い協力の可能

性を探求していただきたいと思います。我々は、協力を通じて新たな投資協力の道を切り開ける

と確信しています。 

 アゼルバイジャンは、解放された領土の復興と再建を急速に進めています。現在、同地域では

共存と相互理解を築くための歴史的な機会を迎えております。かつて荒廃していたこれらの地域

には新たな企業が開業し、産業施設が稼働し、インフラの大規模な再建が行われ、再生しつつあ

ります。地域には生活が戻り、希望と機会が再び芽生えています。これらの地域は、豊かな天然

資源、インフラ、そして企業に対する魅力的な国家の優遇措置によって、有望な投資先となって

います。この機会を活かし、日本企業の皆様に、カラバフおよび東ザンゲズール地域での投資可

能性をご検討いただきたいと思います。 
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 エネルギー協力は、二国間経済関係の中心にあり続けています。伊藤忠商事とINPEXは、ACG

鉱区およびBTCパイプラインといった我が国の主要な石油・ガス事業における重要なパートナー

です。 

 これは、エネルギー分野における両国の長年にわたる信頼に基づく協力関係を証明するもので

す。アゼルバイジャンの石油・ガス分野の発展に貢献いただいていることに対し、パートナーの

皆様に改めて心から感謝と敬意を表します。 

 アゼルバイジャンは、地域における主要エネルギー供給国としての役割を拡大し続けています。

トルコ、ジョージア、イタリア、ブルガリア、セルビア、その他の欧州諸国といった従来の供給

先に加え、SOCARは2025年８月よりシリアへのガス供給も開始しました。また、アゼルバイジャ

ンがエネルギー・トランジションプログラムを進展させていることも重要な点です。主要なエネ

ルギー企業とのパートナーシップを構築し、アゼルバイジャン国内で太陽光・風力発電プロジェ

クトを開始いたしました。 

 2024年、アゼルバイジャンはCOP29をバクーで成功裏に開催する栄誉を得ました。日本代表団

のご参加に心より感謝申し上げるとともに、会議に対する日本の貴重なご支援と貢献に深く感謝

いたします。エネルギー・トランジション、気候変動、脱炭素の分野における日本企業との協力

は進展しています。このパートナーシップの主な目標は、エネルギー・トランジションの加速、

CO2排出の削減、そしてイノベーションおよび技術開発の促進に焦点を当てた共同イニシアティ

ブを推進していくことです。 

 

◆JCMを活用した協力の可能性 

 2022年、アゼルバイジャン政府と日本政府は、二国間クレジット制度（JCM）に関する協力覚

を締結し、気候変動分野の協力において重要な一歩を刻みました。JCMは、アゼルバイジャンに

おいて実行可能な低炭素プロジェクトを開発するための体系的なプラットフォームとなります。

その明確な方法論とルールは、透明性、検証、資金調達へのアクセスを支え、すべてのパートナ

ーに信頼をもたらします。我々は、この制度の迅速な展開のために必要な、あらゆる支援を提供

する用意があります。 

 アゼルバイジャン国内では、すでにサンガチャル・ターミナル電化プロジェクト（STEL）とい

う注目度の高いプロジェクトが実施されており、日本における排出削減量購入希望者も存在して

います。この案件は、同制度を活用した最初の候補となり得ます。さらに、CO2排出削減を加速

するために、同制度にメタン削減プロジェクトを含めることを提案したいと考えています。加え

て、制度を2030年以降も延長することで、より強固なプロジェクトのパイプラインを確保し、CO2

排出削減の取り組みに必要な長期投資を呼び込むことができると信じています。 

 技術革新はエネルギー・トランジションと同じくらい重要であり、経済と社会のあらゆる分野

において、同等に推進されなければなりません。我々は、経済におけるデジタル技術と革新的な

ソリューションの適用・統合を推進しています。日本のハイテク企業と協力してデジタル能力を

強化し、この可能性を拡大していく用意があります。 
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◆結語 

 ご参加の皆様。この機会に、大阪・関西万博の成功を心からお祝い申しあげます。アゼルバイ

ジャンもナショナルパビリオンを出展しております。このようなイベントや文化的・経済的交流

が、我々の国と人々をつなぐものになると確信しております。 

 本日は、アゼルバイジャン代表団のメンバーから、特定の分野・領域におけるさらなる協力の

可能性をご紹介させていただきます。明日は万博を訪問する予定です。素晴らしいイベントであ

るということを、ぜひこの目で確認したいと思います。 

 本合同会議の成功を祈念するとともに、参加者の皆様が積極的にその運営にご貢献くださるこ

とを期待いたします。 

 主催者の皆様、山田様、温かいおもてなしに心から感謝いたします。日本は常に、私の第二の

祖国と呼べるような気がしております。というのも、日本におけるこの温かい友情は、真の友情

の現れであると本当に思っております。このようなおもてなしと、皆様の歓迎に心から感謝の意

を表します。 

 本合同会議が成功するよう祈念いたします。ご清聴ありがとうございました。 
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辻阪 高子・経済産業省 通商政策局 審議官 

来賓挨拶 

 

 ただいまご紹介にあずかりました、経済産業省の辻阪と申します。本日の第12回日本アゼルバ

イジャン経済合同会議の開催にあたり、経済産業省を代表して一言ご挨拶させていただきます。 

 はじめに、我が国企業と長い間関係を有するアゼルバイジャン国営石油会社（SOCAR）のナジ

ャフ総裁がアゼルバイジャン日本経済協力国家委員会の議長に就任されたことを、心よりお祝い

申しあげます。 

 本合同会議の日本での開催は６年ぶりとなります。ナジャフ議長、山田会長、両国の経済委員

会構成機関および会員企業の皆様、ならびに事務局のアゼルバイジャン経済省およびROTOBOの

皆様におかれましては、常日頃から両国間の経済交流の深化に向けたご尽力をいただいており、

改めて深く感謝申しあげます。 

 日本とアゼルバイジャン共和国は、1992年の外交関係樹立以降、資源・インフラ分野を中心に

経済協力を進めてまいりました。 

 資源分野では、INPEXと伊藤忠商事が、ACG油田事業への参画を通じ、長年にわたり両国の良

好な関係の構築に大きく寄与してきました。またINPEXは、SOCARの若手技術者の育成にも取り

組んでいます。 

 国際情勢が大きく動くなか、豊富な石油・天然ガス等の資源を有するアゼルバイジャンが、世

界のエネルギー安全保障の確保の上で果たす役割は大きく、本事業への期待もますます高まって

いるものと考えます。 

 さらに、アゼルバイジャンにおいては採掘した化石燃料の加工による高付加価値化、産業の多

角化を志向していると伺っており、今後、石油化学分野に強みを有する日本企業との協力案件が

組成されることを期待しています。 

 また、貴国が2024年にCOP29の議長国を務められたことに改めて敬意を表します。我が国とし

てもCOP29の成果を踏まえ、気候変動対策分野の協力を深化していきたいと考えています。 

 その具体化に際して、二国間クレジット制度（JCM）の活用が重要です。両政府が参加する「合

同委員会」の立ち上げに向け、アゼルバイジャン政府によるルールの早期承認を期待しています。

日本企業はSOCAR等と具体案件の検討を進めており、早期のJCM第１号案件が組成されること

を期待しているところでございます。 

 他にも、再生可能エネルギーや運輸・ロジスティクスといった新たな分野でも具体的な協力案

件が組成されはじめています。本日ご参加の皆様

におかれましては、幅広い分野での協力の可能性

をぜひ、ご議論いただきたいと思います。 

 最後になりますが、本日の会議では、実り多き

議論が行われ、そして日本とアゼルバイジャンの

関係がより一層発展することを祈念いたしまし

て、私からの挨拶とさせていただきます。 

 ありがとうございました。 
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＜報告第１部：伝統的産業分野における協力の推進＞ 
 
齋藤 茂・㈱INPEX 欧州・中東事業本部 欧州・中東事業ユニット ジェネラルマネージャー 

報告「INPEXのアゼルバイジャンにおける活動： 

『ACG油田開発・生産プロジェクト』および『人材開発への貢献』」 

 

 INPEXの齋藤です。本日はINPEXのアゼルバイジャンにおける活動、「ACG油田開発・生産プ

ロジェクト」および「人材開発への貢献」について紹介いたします。 

 INPEXは現在、日本国内はもとより世界各国で探鉱・開発・生産プロジェクトを展開する日本

最大のエネルギー開発企業です。 

 我々は、エネルギーの開発・生産・供給を、安定的で持続可能な形で実現することを通じて、

より豊かな社会づくりに貢献します。2050年ネットゼロカーボンに向けて、今後もより低炭素な

エネルギーの安定的な供給と、持続可能で地球環境に配慮した「責任あるエネルギー・トランジ

ション」を目指してまいります。 

 アゼルバイジャンのACGプロジェクトは、INPEXグループのグローバルポートフォリオにおけ

る重要プロジェクトの１つと位置付け、事業を推進してきました。 

 ACGプロジェクトは1994年に生産分与契約（PSA）が締結され、2025年で31年を迎えた巨大油

田の開発・生産プロジェクトです。バクー沖合のアゼリ、チラグ、ギュネシリの各油田にて1997

年より生産操業を行っており、2025年５月に累計生産量45億バレルを達成しました。現在は日量

約33万バレルの生産をしています。 

 BPがオペレーターを務め、SOCARをはじめ大手国際石油企業のコンソーシアムによりプロジ

ェクトを推進しています。弊社は2003年にプロジェクトに参画しました。また、日本企業として

伊藤忠商事が1996年から参入されています。 

 ACG油田の原油は主にアゼルバイジャンのバクー、ジョージアのトビリシ、トルコのジェイハ

ンを繋ぐBTCパイプラインを通じて需要家に出荷されています。 

 PSAは当初契約期限が2024年でしたが、2017年にSOCARと権益保有者の間で25年間の契約延

長につき合意され、2018年１月にその延長契約が発効しました。これにより、半世紀を超える長

期のプロジェクトとなりました。 

 弊社の本プロジェクトへの累計投資額は80億ドル程度と、日本企業としてアゼルバイジャンに

おける有数の投資をしております。 

 続きまして、INPEXグループが行っている、SOCARの若手エンジニアを対象とした人材開発活

動について紹介いたします。 

 2016年以来、早稲田大学の協力を得ながら、SOCARの若手エンジニアを日本に招き、３カ月間

で実用的なサブサーフェス評価技術および開発計画の策定を体系的に学ぶ研修を実施しており

ます。これまでに４回行いまして、本研修は、研修生およびSOACRマネジメントより高い評価を

いただいております。 

 また、2017年、2018年には、バクーにて数週間の短期講座として「原油増進回収法（EOR）に

関するセミナー」を開催いたしました。2020年はコロナ禍の影響により中止しましたが、2021年

はオンラインにて開催、2022年、2023年は再びバクーで開催いたしました。 
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 SOCAR研修はこれまで累計で約160名が受講し、その後の活躍が期待されています。なお、こ

れら研修は、経済産業省の支援事業として実施しております。弊社がアゼルバイジャンの将来を

担う若手エンジニアの人材育成に貢献できることを嬉しく思っております。 

 最後に、ACGの将来像につきご紹介いたします。まず、堅実な成長戦略につきまして、ACGは、

2024年に新たなACEプラットフォームを設置し、安定した生産体制を維持しております。生産施

設の稼働率は99％に達し、効率的な操業を実現しております。 

 次に、環境と効率の両立について。生産の最適化や設備の信頼性向上により、開発対象油層か

らの回収率最大化を目指しております。既存の油層に加えて、深部ガス層の開発にも力を入れて

おります。2025年には陸上の石油処理施設であるサンガチャル・ターミナルの電化プロジェクト

への投資意思決定をしました。これにより将来、年間30万ｔのCO2排出削減を目指します。 

 最後に、地域社会と未来への貢献について。オフショアプラットフォームとサンガチャル・タ

ーミナルの運用を通じて、地域のエネルギー安定供給へのコミットメントを示しながら、追加開

発プロジェクトの検討・実施を通じて、将来のエネルギー供給と技術革新に貢献してまいります。 

 

 
 

（※以下、報告資料より一部抜粋） 
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ババク・フセイノフ・アゼルバイジャン国営石油会社（SOCAR）副総裁 

報告 

 

 ロフシャン総裁、山田様、報告の機会をいただきありがとうございます。SOCARの副総裁をし

ておりますババク・フセイノフと申します。アゼルバイジャンにおける日本企業との協力につい

てお話しさせていただきます。 

 いくつか戦略的な分野について触れたいと思います。まずは、アゼルバイジャンにおける日本

企業の石油・ガス分野での活動状況です。また、日本企業が我が国での投資において最も重視し

てきた人材開発についても取り上げたいと思います。 

 持続可能性と発展については、総裁が言及したように、SOCARは単なる石油・ガス会社ではあ

りません。我々はエネルギー企業です。その側面については様々な取り組みを行っており、同僚

から詳しい説明をさせていただきます。また、将来についてもお話ししたいと思います。すでに

多くの方にACGに触れていただきましたが、ACGには従来を超えた新たな可能性がありますの

で、その詳細についてお話ししたいと考えています。 

 まず挙げたいのは、研修と人材開発です。石油・ガス分野を超えて、研修と人材開発はあらゆ

る企業の発展において重要な要素です。ACGにおいて9.3％の権益を有するINPEXには、齋藤様

が先ほど触れられたように、技術研修の支援を行っていただいています。例えば、貯留層工学の

分野では、毎年、選抜されたSOCARの技術者が日本に渡り研修を受けています。我々はその取り

組みに感謝しています。さらに、INPEXは2023年より「Baku Energy Week」の強力なサポーター

であり、継続的に貢献してくださっています。 

 また、伊藤忠商事には、ACGの3.65％の権益保有者として、EORの分野で積極的かつ継続的な

研修を提供いただいています。加えて、ACGに限らず、SOCARが自ら保有するピララヒ鉱床で

もEOR解析を実施してくださいました。嬉しいご報告として、その研究は棚に置かれたままでは

なく、ごく最近、実際に適用を開始しました。皆様の研究には貯留層における蒸気水注入も含ま

れており、その成果がいま現実のものとして実行に移されています。 

 さらに、出向プログラムについて紹介したいと思います。伊藤忠商事とINPEXの両社とも、我々

のACG鉱区に出向者を派遣してくださっています。同プログラムは、我々の石油・ガス生産に対

して追加的な支援を提供するものです。 

 次に、これまでに到達してきた主なマイルストーンについて触れたいと思います。日本企業の

皆様には、2010年にチラグ鉱床の開発を支援していただきました。2017年にはACGのPSAが延長

され、2049年まで継続することとなりました。これは、皆様のご支援なしには成し得なかったこ

とです。そして2019年には、総額60億ドルを超える投資であるACE（Azeri Central East）プラット

フォームを全員で承認しました。これにより１日当たり10万バレルの追加生産が可能となり、す

でに３本の坑井が稼働し、さらに多くの坑井が今後稼働する予定です。 

 2024年にはACGのPSAに非随伴ガス（NAG）プロジェクトに関する改正が加えられました。こ

れは既存のものより有利な条件を持つ、全く新しいPSAと言っていいものです。2026年には初期

生産井で生産が開始される予定です。 

 総裁の許可をいただければ、これは一井のプログラムにとどまらないものになることを確信し

ています。つまり、ACG鉱区には大きな潜在力があるということです。言い換えれば、こうした
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大規模鉱床は、どう表現すべきでしょうか、尽きることなく恵みを与え続けるのです。まさに「与

え続ける贈り物」と言えるでしょう。 

 それから、すでに触れましたが、石油・ガスではなくエネルギーのプロジェクトの具体例をお

話しします。ACG鉱区開発のオペレーターであるBPは、我々と共に、サンガチャル・ターミナル

での２億3,000万ドル規模の電化プロジェクトを承認しました。 

 続いて、今後の展望についてお話ししたいと思います。我々は既存の大規模石油・ガス鉱床の

開発にとどまらず、SOCARの同僚と共に、陸上鉱床の探査もすでに進めています。将来的には、

さらに多くの開発が進むことを期待しています。 

 先ほどNAGの初期生産井やEORについて触れましたが、ACG鉱区開発のオペレーターである

BPは、かなり前からEORの研究を行っています。嬉しいご報告として、2025年にようやくACG鉱

区でのEORに関する２件のパイロットプログラムが開始されます。日本の同僚の皆様には、その

EORに関する知見を活かして、ぜひ積極的に参加していただきたいと思います。最初の２つの坑

井のEORには、①非混溶型水・ガス交互注入（IWAG）および②ポリマー注入の、２件のプロジ

ェクトがあります。パイロットプロジェクトは2025年から始まり、今後数年でさらに展開される

予定です。皆様の専門知識と継続的なご支援を心より歓迎いたします。 

 それから、研修の取り組みについても触れましたが、環境面や技術面での貢献に触れずして、

このプレゼンテーションは完結しません。すでに指摘された通り、サンガチャル・ターミナルの

電化への投資は、アゼルバイジャンが脱炭素化に真剣に取り組んでいることを示しています。ま

た、我々は再生可能エネルギー分野や人道的活動において、日本企業との連携を推進しています。 

 我々アゼルバイジャンはビジネスに開かれており、こうした関与を心から歓迎します。本合同

会議は、両社の経営陣のリーダーシップのもとで行われるハイレベルな会議であり、共同プロジ

ェクトにおける協力や継続的な研究開発の場を提供しており、将来の協力のための基盤を築くも

のと確信しています。 
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（※以下、報告資料より一部抜粋） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



17 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



18 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



19 
 

山口 茂・丸紅㈱ イスタンブール支店長 

報告「アゼルバイジャンにおける丸紅の紹介」 

 

 丸紅㈱でイスタンブール支店長をしている山口と申します。イスタンブール支店は、トルコの

他に南コーカサスのアゼルバイジャン、ジョージア、そしてトルクメニスタンを管轄しています。 

 初めに、弊社概要を簡単に紹介させていただきます。丸紅は1858年に創業した総合商社です。

世界に126拠点を有し、約500社の連結対象会社を持ち、連結従業員数は約５万人です。 

 丸紅は食料、金属、エネルギー等、扱う製品をベースに10の営業部門に分かれ、国内外のネッ

トワークを通じて、輸出入および国内取引のほか、各種サービス業務、内外事業投資や資源開発

等の事業活動を多角的に展開しています。 

 アゼルバイジャンでの活動に関しましては、現在は地理的な近さもあり、トルコの事業会社を

通じた取り組みが主なものとなっています。 

 Marubeni Dağıtım ve Servis（MDS）は、トルコに本拠を置く建設機械等のディストリビュータ

ーで、もともとはトルコのサバンジュ財閥の会社でしたが、弊社が2014年から資本参画を始め、

現在では100％弊社の子会社となっています。当初はコマツの建設機械のみを扱っている会社で

したが、その後ボルボ・トラック、ディエチ・テレハンドラー、クラウン・フォークリフト、ボ

ーマク道路舗装機等、次第にその取扱商品を広げています。 

 アゼルバイジャンでは、A Trading Construction Equipmentという会社を2006年からサブディーラ

ーとして起用しており、コマツの建設機械およびフォークリフト、クラウンのフォークリフトお

よび倉庫機械、ディエチのテレハンドラーを扱っています。 

 MDSのアゼルバイジャン市場に対する継続的なコミットメントの１つとして、この度、2025年

９月末バクーにオフィスを開設することとしました。お客様のご期待に沿えるようなサービス提

供を強化していきたいと考えています。 

 アゼルバイジャンでは、品質と信頼性を追求したコマツの建設機械がこれまでに数百台納入さ

れ、道路、インフラの建設や鉱山開発に貢献してきました。 

 またご参考までに、コマツは建設機械をベースとした地雷除去機を開発し、カンボジア、ラオ

ス、アンゴラ、セネガル等、日本政府の支援のもと地雷除去事業に関与してきました。 

 将来的に建設機械を必要とするインフラ、鉱山プロジェクトや地雷除去関連等で貢献できる可

能性があるプロジェクトがございましたら、ぜひお声がけいただければと思います。 

 Saide Tekstil社はトルコに本拠を置き、ロンドン、バルセロナの自社デザインオフィスと連携し

て独自にデザインした衣服を、トルコ国内外で製造し、PrimarkやInditex等のSPAに販売していま

す。近年、トルコ国内での製造コストが上昇しているため、国外からの繊維素材の調達や、国外

での繊維製品の製造を開始しています。この観点で、アゼルバイジャンの繊維産業にも注目し、

素材や製品調達の検討を行っています。 

 日清製粉トルコは、弊社と日本の製粉・パスタ会社である日清製粉ウェルナ、トルコ・ヌフン

アンカラ社との合弁会社で、トルコで採れるデュラム小麦からスパゲティを製造して、日本向け

に輸出しています。日本では茹で時間がわずか３分の高品質なウェルナの早ゆでパスタが大ヒッ

トしていますが、日清製粉トルコでも最近、この早ゆでパスタの製造を始めました。また、2026

年から新たに天ぷら粉の製造も開始する予定で、この２つの製品は近隣諸国にも輸出される予定
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です。近いうちにアゼルバイジャンでも、お目にする機会があろうかと思います。日清製粉ウェ

ルナは、パスタでは日本で46％のシェア、天ぷら粉は60％のシェアを持っており、これは高い品

質の裏付けだと思われます。ぜひともご贔屓にお願いします。また、アゼルバイジャンへ進出す

るにあたり、輸入パートナーを探しています。お心当たりのある方は、ぜひお声がけください。 

 丸紅は、建設機械、繊維、食品等、様々な分野でアゼルバイジャンの発展に貢献したいと考え

ています。引き続きよろしくお願いします。 

 

 

 
 

 

（※以下、報告資料より一部抜粋） 

 

 

 

 



21 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



22 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



23 
 

エルミル・ムサエフ・SOCARグリーン 社長 

報告 

 

 議長、ご来賓、ご列席の皆様。このような重要な会議に参加できることを大変光栄に思います。 

 本日は、アゼルバイジャンにおけるグリーンエネルギー・トランジションの主な取り組みと、

それを推進するSOCARのビジョンについてご紹介させていただきます。我々は、持続可能な未

来への道は、パートナーシップ、イノベーション、そして責任ある投資にあると信じています。 

 アゼルバイジャンは明確かつ野心的な国家目標を掲げています。「2050年までに温室効果ガス

排出量を40％削減すること」、そして「2030年までに発電量に占める再生可能エネルギーの比率

を30％にすること」です。 

 これらの目標は、具体的な行動によって支えられています。例えば、今後２年以内に稼働が見

込まれる10件以上の新規の太陽光・風力発電プロジェクトがあります。現在、出力240MWの風力

発電所の建設が進められており、2025年末までの稼働を予定しています。 

 アゼルバイジャンは2027年までに再生可能エネルギー分野に27億ドルの投資を計画している

ことが、エネルギー省によって発表されています。この投資により、2027年には設備容量ベース

で再生可能エネルギー比率を34％まで引き上げ、2035年には42.5％に到達させる見込みです。こ

れらの数値は、アゼルバイジャンが低炭素エネルギーへの戦略的シフトと経済の多角化を進めて

いることを示しています。 

 次に、SOCARグリーンについて簡単にご紹介したいと思います。ナジャフ総裁が言及された

ように、SOCARグリーンは、SOCARが統合型エネルギー企業になる一環として、2023年12月の

SOCAR監査役会の決定に基づき、2024年３月に設立されました。SOCARの再生可能エネルギー

事業を主導する専用組織を設立することが決定されたためです。 

 今日、我々のもとで1.7GWを超える再生可能エネルギープロジェクトが開発中であり、将来の

開発に向けた強固なパイプラインも整っています。我々の目標は、効率性・社会的影響・イノベ

ーションを兼ね備えた再生可能エネルギープロジェクトを推進し、アゼルバイジャン国内のエネ

ルギーチャンピオンとなることです。 

 次に、パートナーと共に開発中のプロジェクトをいくつかご紹介したいと思います。アゼルバ

イジャンのジャブライル地区では出力240MWの太陽光発電プロジェクトが進められており、こ

れは先ほどババク副総裁が言及した、コーカサス最大の石油・ガスターミナルであるサンガチャ

ル・ターミナルの電化プロジェクトに活用される予定です。 

 また、我々はMasdar社と、太陽光発電２件と風力発電１件、計３件のプロジェクトで提携して

います。これらの設備容量は合計すると１GWに達します。具体的には、①ネフトチャラ地区に

おける315MWの太陽光発電プロジェクト、②ビラスヴァル地区における445MWの太陽光発電プ

ロジェクト、③アブシェロン・ガラダフ地区の240MWの風力発電所になります。 

 また、我々は中国のパートナーとも協力し、現在３件のプロジェクト開発を進めています。

SOCARグリーンの戦略は、様々な大陸の様々な企業と提携することで、それぞれの企業が持つ

最良の知見を取り入れ、将来的にSOCARグリーンの発展に活かしていくことにあります。 

 我々の事業範囲には、地熱エネルギーも含まれています。アゼルバイジャンには、特に小カフ

カス山脈・大カフカス山脈地域、アブシェロン半島、タリシュ山地に未開発の地熱資源が存在し
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ています。SOCARグリーンは、国内初の地熱エネルギーイニシアチブを立ち上げ、現在は２つの

主要地域で技術的・財務的な実現可能性調査を進めています。 

 また、政府当局とも連携し、規制枠組みの検討や戦略的パートナーシップの構築を通じて、長

期的な地熱発電能力の整備に取り組んでいます。加えて、地熱かん水からのリチウムや重要鉱物

の回収という新しい分野にも着手しています。我々は、国際的なベストプラクティスに沿った持

続可能な資源利用に重点を置きながら評価を進めていく予定です。 

 アゼルバイジャンとSOCARは、将来的なグリーン水素輸出国としての地位を確立しようとし

ています。我々はこの分野で重要な役割を果たしたいと考えています。我が国には、この点にお

いて大きな強みがあります。まず、安価な再生可能エネルギー電力が利用可能であり、特に洋上

を中心に膨大な再生可能エネルギー容量を有しています。推計では技術的な容量が157GW、経済

的に利用可能な容量は35～38GWとされています。 

 さらに、アゼルバイジャンには化学産業の専門知識の蓄積があり、欧州連合（EU）や将来的に

はアジアへのパイプライン輸送・海上輸送においても戦略的に有利な位置にあります。グリーン

アンモニアやメタノールも、クリーンシッピングや産業利用における大きな可能性を提供します。

我々は、日本の皆様との連携を心より歓迎します。特に水電解、アンモニア合成、長期的なオフ

テイク契約の分野で、日本企業との連携の可能性を期待しています。 

 もう１つ申し上げたいのは、SOCARは隣国トルコにも施設を有しており、そこはEUへの重要

なゲートウェイとなり得るという点です。さらにアゼルバイジャンには、バイオエネルギーや持

続可能な航空燃料（SAF）においても大きな可能性があります。原料には、農業残渣、藻類、動

物性廃棄物、都市ごみ、使用済み食用油などが含まれ、これらからバイオディーゼル、バイオメ

タン、バイオ炭、SAFなどを生産することができます。これらは国内利用のみならず、EUや場合

によっては日本への輸出の可能性も秘めています。ここにおいては、日本のパートナーとの間で、

技術移転、共同パイロットプロジェクト、カーボンファイナンス、とりわけ先ほど言及したJCM

による共同融資など、明確な協力の可能性が見えてきます。 

 最後に、私の報告を締めくくるにあたり強調したいのは、アゼルバイジャンのグリーントトラ

ンジションは単なるインフラ整備ではなく、イノベーション、サステナビリティ、そして国際的

な協力であるという点です。SOCARグリーンは、日本のパートナーの皆様と、再生可能エネルギ

ー、地熱、グリーン水素、バイオ分野の産業において協力していく用意があります。両国、そし

てより広い地域に貢献する低炭素ソリューションを、共に築き上げていけると確信しています。 

 ご清聴ありがとうございました。今後の協力を楽しみにしております。 
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（※以下、報告資料より一部抜粋） 
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加藤 学・㈱国際協力銀行（JBIC）エネルギー・ソリューション部 部長 

報告「アゼルバイジャン向け支援の実績と今後の展望」 

 

 Salam（こんにちは）、JBICの加藤と申します。本日はプレゼンテーションの機会をいただきあ

りがとうございます。 

 JBICは、100％日本政府に株式保有されている財務省傘下の政策金融機関です。本店は東京の

竹橋に位置し、アゼルバイジャンはイスタンブール事務所からカバーしています。 

 アゼルバイジャンは東ヨーロッパと西アジアの交差点に位置し、カスピ海に面した戦略的な場

所にあります。この地理的条件により、アゼルバイジャンは欧州・アジア・中東を結ぶ交通・エ

ネルギーの要衝として、国際社会において極めて重要な役割を果たしていると認識しています。 

 また、アゼルバイジャンは世界のエネルギー資源供給国としての地位を確立し、日本はエネル

ギー資源輸入国として相互依存関係にあり、JBICはファイナンス面から、SOCARが行うカスピ

海のACG鉱区開発等を支援してきた実績があります。 

 2050年までにGHG排出量を1990年比で40％削減する目標を掲げたアゼルバイジャン政府の方

針に則り、SOCARはLow-Carbon Development Strategyを策定の上、先ほどSOCARおよびSOCAR

グリーンからもプレゼンテーションがありましたが、脱炭素に係る様々なプロジェクトに取り組

んでいるものと認識しています。 

 2023年５月にSOCARとの間で、脱炭素分野における協力推進等を目的とする業務協力協定を

締結し、2024年11月には、アゼルバイジャンの脱炭素の取り組みを後押しすべく、SOCARとグリ

ーンファイナンスに係るHeads of Agreement（HOA）に合意しています。このHOAに基づき、

SOCARとのグリーンファイナンス組成に向け協議を加速させておりますが、今後はSOCARとさ

らなる関係強化・協議を重ね、SOCARと共に早期のファシリティ実現に向けて取り組む所存で

す。 

 グリーンファイナンスによる協業では、SOCARおよびSOCARグリーンとの協議を通じて、新

規案件の発掘および具体化を進めていきたいと思います。いずれの案件も日本企業の関与を前提

としたものであり、日本企業の高い技術・豊富な知見を活かしうるものと確信しております。JBIC

のファイナンスを通じて、貴国アゼルバイジャン、そしてSOCAR、SOCARグリーンと日本企業

が協働するプロジェクトを、ファイナンス面から支援していきたいと考えています。 

 アゼルバイジャンとSOCARは、これまでも周辺国との調和を自律的に保ち、「責任あるエネル

ギー資源供給国」として重要な役割を果たされてきましたが、さらにCOP29会議を主導される等、

世界の気候変動問題に果敢に取り組まれていると認識しています。 

 JBICとしては、そうした貴国のエネルギー安全保障と脱炭素の両立を目指す取り組みに心から

敬意を表し、感服しておりますので、ぜひこの取り組みに日本企業と共に参画させていただけれ

ばと思います。引き続き、SOCARとのファシリティセットに向けて邁進してまいりますので、契

約交渉の促進に向けてご協力をいただければと思います。 

 Tuhshekhkur ehdehrem（ありがとう）！ 
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（※以下、報告資料より一部抜粋） 
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＜報告第２部：新規分野における協力の可能性＞ 
 

芝 和彦・東電設計㈱ 取締役常務執行役員 海外ビジネスユニット長 

報告「アゼルバイジャンにおける東電設計の挑戦」 

 

 東電設計（TEPSCO）の芝和彦です。日本アゼルバイジャン経済合同会議に参加させていただ

き、またプレゼンテーションの機会をいただき大変光栄に感じています。私からは「アゼルバイ

ジャンにおける東電設計の挑戦」と題して報告させていただきます。 

 ご出席者の中には、我々のことをご存じない方もいらっしゃると思いますので、まずTEPSCO

の概要について説明します。TEPSCOは日本最大の電力会社である「東京電力（TEPCO）」の100％

子会社です。当社は、世界全域でエネルギーに関するエンジニアリングサービスを行い、これま

で104カ国で1,000件以上の海外プロジェクトを手がけてきました。 

 東京電力の電力設備の建設・保守・運用で培った「実践的な技術力」と、水力・火力・原子力・

再生可能エネルギーや送電・変電・配電等、多様な専門技術者による、エネルギー分野に関する

「ワンストップサービス」が我々の強みです。 

 アゼルバイジャンにおける当社のこれまでの取り組みですが、1993年から32年間、「火力発電

所を中心とするエンジニアリングサービス」と「電力システムに関する調査・計画」に取り組ん

できました。現在は配電公社アゼルイシクの社員のマネジメント力、課題解決力を向上する

「Management Enhancement Program」を実施しています。 

 当社はエネルギー省から直接ご用命をいただき、2021年５～９月に解放地域のグリーンエナジ

ーゾーンのコンセプトとマスタープランの策定を行いました。解放地域には水力、太陽光、風力

など豊富な再生可能エネルギーポテンシャルがありますので、これらを活用して、解放地域の電

力を再生可能エネルギー100％とする供給計画を立案しました。 

 また、日本の省エネルギー技術を備えたスマートビルディングやスマートハウスで構成される

「スマートエナジータウン」の提案を行いました。ヒートポンプなどの高効率機器、ルーフトッ

プソーラーや高断熱住宅等が重要な技術要素です。また、EV（電気自動車）、LEDによる低電力

消費の街灯などの導入もマスタープランに織り込みました。 

 解放地域のグリーンエナジーゾーンは現在、アゼルバイジャン政府により精力的に建設が進め

られています。エネルギー省は、建設がマスタープランに沿っていることを確認するためのモニ

タリング調査「Green Energy Zone Monitoring」を実施しており、当社も参加しています。 

 ここで、アゼルバイジャンの電力セクターの概況を簡単に説明します。2010～2023年の電力消

費量の推移を見ますと、電力消費量は2010年から年率3.6％の増加となっており、特に産業用が

6.8％と高い伸びを示しています。また2010～2023年の発電量状況を見ますと、火力発電の比率が

非常に高いことが分かります。2023年の構成比は、火力発電が93％、水力発電が６％で、水力以

外の再生可能エネルギーは１％にとどまっています。 

 次に、我々が考えているアゼルバイジャンの電力セクターの５つの課題について説明します。 

 １つ目は電力需要の伸びに対応した最新鋭の火力発電所の着実な建設です。今後開発する火力

発電所は、発電効率の向上とともに、再生可能エネルギーの出力変動を補うため、よりフレキシ

ブルな運転能力が必要になります。また、CO2排出量削減には水素と天然ガスを混焼するガスタ
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ービン技術の導入も有効な手段です。 

 ２つ目は、再生可能エネルギーの導入拡大です。先ほど説明したように、アゼルバイジャンは

火力発電の比率が高いため、温暖化ガス排出量削減に向けて再生可能エネルギーの導入拡大が必

要で、アゼルバイジャン政府が精力的に取り組んでいます。風力や太陽光等の再生可能エネルギ

ーは出力が大きく変動することから、電力の安定供給確保と電力品質維持のための対策を講じる

必要があります。 

 ３つ目は、電力系統の強化です。「電力需要の増加」と「再生可能エネルギーの拡大」を考慮

して、首都圏を中心に停電を防ぐための電力系統の強化を進めていく必要があります。 

 ４つ目は、グリーンエナジーゾーン（GEZ）です。我々は、アゼルバイジャン政府が、解放地

域とナヒチェヴァンにおいてGEZの構築を着実に進めていることに感銘を受けています。ここに

おいて、先ほど述べたようにヒートポンプ等、日本の省エネルギー技術の導入が有効です。 

 そして５つ目は、将来的な課題であり、我々からの新たな提言である「『データセンター立国』：

Watt to Bit」です。TEPSCOはこの５つの課題の解決に貢献していきたいと考えています。 

 先ほど述べたとおり、アゼルバイジャンでは再生可能エネルギーの拡大が重要な課題です。ア

ゼルバイジャン周辺の風力発電のポテンシャルマップでカスピ海沿岸に着目していただきます

と、アブシェロン半島近傍を中心として風況の良いエリアがあることが分かります。この風力ポ

テンシャルを活用することにより、経済的に再生可能エネルギーを拡大することが可能となりま

す。しかし、風力発電も太陽光発電も出力が変動し、電力系統に悪影響を与えるという課題があ

ります。 

 この課題を解決する方法の１つが、エネルギー貯蔵設備の設置です。主に揚水発電所と蓄電池

システムBESS（Battery Energy Storage System）の２つがあり、日本においても近年、活用が拡大

しています。 

 東京電力の葛野川揚水発電所は、世界トップクラスの有効落差714ｍを有しています。この高

落差揚水発電所の建設技術の適用により、揚水発電の導入可能性が拡大し、経済性が向上します。

日本はこの技術に加え、ポンプアップ時に周波数調整が可能な可変速揚水システム技術を有して

おり、アゼルバイジャンの再生可能エネルギーの拡大に貢献できます。 

 再生可能エネルギーの導入における課題を解決する方法をもう１つ紹介します。それは「『デ

ータセンター立国』：Watt to Bit」です。 

 図（事務局注：後掲スライドNo.8）では２つのエリアのデータセンターを示しています。左は

雨天で太陽光発電の出力が小さく、右は晴天で太陽光発電の出力が大きくなっています。現在、

このような場合、左のデータセンターに送電線により電力を供給しています。しかし、左のデー

タセンターで行っている計算を右のデータセンターで受け持たせて電力消費を減らすことによ

り、送電を行う必要がなくなり、送電線のインフラコストを削減できます。 

 電力を送るインフラとデータを送るインフラの建設コストを比較すると、データインフラが非

常に安いです。つまり、再生可能エネルギーの発電状況を見ながら、複数のエリアのデータセン

ターの分担を機動的に変化させることで効率的な対応が可能となるわけです。 

 この構想は、東京電力パワーグリッドの岡本副社長が提唱しているもので、日本政府はデータ

センターと発電所を一体で整備するため官民の協議会を立ち上げ、実現に向けて取り組んでいま

す。 
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中長期的には、この構想がアゼルバイジャンの電力セクターに貢献できると考えています。 

 TEPSCOは電力コンサルティング会社です。単独でプロジェクトを成し得るのではなく、メー

カーや建設会社、商社の皆様との協業でプロジェクトを遂行します。我々は、本日お集りのアゼ

ルバイジャンならびに日本の皆様と連携することで、両国の成長・発展に貢献していきたいと考

えています。本日の私の話にご関心があれば、ぜひお声がけをお願いします。 

 

 

 

 
 

 

（※以下、報告資料より一部抜粋） 
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アリ・ジャファロフ・アゼルバイジャン投資ホールディング 副CEO 

報告 

 

 ナジャフ議長、山田会長。この重要な会合に参加できますことを大変光栄に存じます。両議長

および経済委員会の皆様におかれましては、両国および企業間の経済協力の強化にご尽力いただ

いており、心より感謝申しあげます。 

 私からは、私の所属する組織であるアゼルバイジャン投資ホールディングについて紹介させて

いただきます。また、当社のポートフォリオ企業や、日本のパートナーの皆様と共に探求できる

投資機会についてもご説明いたします。 

 アゼルバイジャン投資ホールディングは、５年前の2020年に設立されました。比較的若い組織

になります。アゼルバイジャン投資ホールディングの目的は、業績向上や透明性の確保に向けた

施策を実施することで、コーポレートガバナンス基準を導入し、国営企業の改革を推進すること

にあります。 

 我々は若い組織ではありますが、この５年の中で様々な成果を産んでおります。例えば、経済

協力開発機構（OECD）との連携により、コーポレートガバナンス基準やベストプラクティスを

導入しました。また、ポートフォリオ企業において複数の改革プログラムを実施しており、これ

らの取り組みの結果、ポートフォリオ企業全体のEBITDAは５年の間で倍増しました。さらに、

我々はアゼルバイジャン史上初となる、銀行の新規株式公開（IPO）を成功裏に実施しました。

また、ポートフォリオのさらなる拡大を目的として、政府間（G2G）共同投資ファンドの設立も

開始しています。 

 我々のポートフォリオには、エネルギー・天然資源、公共サービス、金融機関、産業分野の企

業が含まれています。総資産は合計で510億ドルにのぼります。 

 最も大きな企業は、皆様がご存じの通りSOCARですが、鉱業分野ではアゼル・ゴールドもポー

トフォリオに含まれます。さらに最近、政府から新たに２社、アゼル・コットンとアゼル・アル

ミニウムを任されました。これらの企業については、後ほど詳しくご紹介いたします。 

 これらの企業についてお話しする前に強調したいのは、この５年間ポートフォリオ企業で進め

てきた改革プログラムを完了しましたので、現在の我々の関心は、資産運用から投資へと移行し

ているという点です。我々は戦略的パートナーと共同投資ファンドを設立しました。今後は積極

的に投資を行い、利益を回収し、その利益を新たな企業への投資に充てることで、政府のための

新たな資金源を創出し、ポートフォリオを拡大していきたいと考えています。我々はこれを戦略

的パートナーと共に進めたいと考えています。 

 その一例として、カザフスタンの国家福祉基金「サムルク・カズィナ」と３億ドル規模のファ

ンドを設立しました。また、アブダビ開発ホールディングカンパニー（ADQ）とも10億ドル規模

の共同ファンドを設立しました。これらのファンドの使命は、ポートフォリオ企業におけるグリ

ーンプロジェクトへの投資、あるいはアゼルバイジャン国内外の新しい企業への投資であり、そ

れによって我が国経済との橋渡しとなるシナジーを生み出すことです。 

 ここで、現在進行中のいくつかの投資プロジェクトにご注目いただきたいと思います。我々が

現在、積極的に取り組んでいる企業の１つが、金採掘企業であるアゼル・ゴールドです。同社で

は、解放地域での新たな金鉱床、ダシュカサンの鉄鉱石プロジェクト、さらには非鉄金属の鉱床



41 
 

など、複数の投資プロジェクトが進行中です。我々はパートナーと積極的に協力しながら、これ

らのプロジェクトへの資金調達や鉱床の開発を進めています。 

 もう１社ご注目いただきたい企業が、アゼル・アルミニウムです。議長からも、アゼルバイジ

ャンから日本へのアルミニウムの輸出について言及がありました。我々のポートフォリオ企業が

アゼルバイジャンから日本への主要な輸出企業の１つであると伺い、大変嬉しく思います。同社

の現在の生産能力は年間５万ｔです。しかしながら、我々は現在、同社の事業を革新し生産能力

を引き上げるべく積極的に取り組んでいます。具体的には、生産能力を年間５万ｔから10万ｔへ

倍増させることを目指す投資プロジェクトを進めています。 

 また、我々はアゼルバイジャン国内で１億4,600万ｔに及ぶアルナイトの鉱床を発見しました。

現在、これらの鉱床を経済的に効率よく開発するための可能性を積極的に模索しています。ご関

心をお持ちの日本のパートナーの皆様には、ぜひ我々と共にこれらの投資プロジェクトに参加す

ることを検討していただきたいと思います。 

 それから、アゼル・コットンという企業もあります。先ほど丸紅ではテキスタイル・ビジネス

を実施されているとのお話がありました。現在、同社は年間６万5,000ｔの原綿を生産していま

す。原綿から綿糸、綿糸から綿織物へとバリューチェーンを拡大するプロジェクトに取り組んで

います。綿花事業のさらなる発展に向けて、皆様とご一緒に進められるプロジェクトが数多くあ

ると考えています。 

 会議終了後には、共通の協力分野について意見交換させていただければと思います。皆様と協

力することを楽しみにしております。 
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（※以下、報告資料より一部抜粋） 
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中司 篤彦・大陸貿易㈱ 常務取締役 営業本部長 

報告「CIS諸国とともに60年」 

 

 大陸貿易の中司です。本日は大陸貿易を紹介する機会をいただきましてありがとうございます。

弊社は1965年創業の商社で、2025年で60周年になります。その間、一貫して、ロシア・旧ソ連、

CIS諸国とのビジネスを専門に行ってきました。 

 初めはロシアの丸太を輸入する仕事から始まりました。1960年代から1980年代は丸太が中心で

した。転機が訪れたのは1987年です。当時、ペレストロイカの中で、ソ連では西側諸国との合弁

企業を設立することが許される法律ができました。弊社はいち早く手を挙げ、合弁法成立からわ

ずか６カ月で日ソ合弁第１号である「合弁企業イギルマ大陸」を設立、それから８カ月後にはイ

ルクーツク州北方の村に日本式の製材工場を稼働させました。同製材工場の製品は、現在もロシ

アから日本へのトップブランドとして供給され続けています。 

 その後、他のサプライヤーの製品にも取り扱いを広げ、現在では、売上の８割以上を占めるの

はロシアの木材製品の輸入販売です。また、オーストリア製の木材乾燥機の輸入も始めています。

これは、合弁製材工場で使用した結果、日本製にない性能を認めたため、25年前から取り扱いを

開始したもので、日本の多くの製材工場に採用されております。 

 次に、輸出品目です。弊社は1970年代から日本製品のロシア・CIS諸国への輸出にも携わって

います。当初は丸太とのバーター取引から始まり、繊維製品や傘、化学品などを輸出していまし

た。1974年には他社に先駆けて、モスクワ駐在事務所を設置しました。取り扱い品目は計測機器、

医療機器、プラントに拡大していきます。 

 当時から今に至るまで輸出が続いている商品に、理研計器のガス検知器があります。石油・ガ

ス産業に限らず、多くの生産工場での労働安全に寄与しております。 

 変わったところでは、抗菌カーテン。医療施設で使われるものですが、ロシアではここ15年ほ

どで飛躍的に採用が伸びております。 

 寿司ロボット。握りずしのシャリや、巻物を自動的に同じ品質で作ります。スーパーマーケッ

トのセントラルキッチンやデリバリー会社に採用されております。 

 他にも、日本食の材料、飲料、シャンプーなどの一般消費財を顧客の求めに応じて輸出してい

ます。 

 ここで、大陸貿易の概要をお伝えします。大陸貿易は商社です。したがって、お客様の求める

ものを、日本だったらどのようなものがあるか探し出して提案し、成約すればきちんと輸出プロ

セスを遂行することができます。資本金は１億円。売上高はおよそ130億円、ドル換算すると約

9,000万ドルです。従業員は50人、うち半数はロシア語を使います。本社は東京にあります。営業

拠点はモスクワ、大阪、名古屋、仙台、岡山、長野にあります。 

 次に会社の歴史を少しお話します。1965年に創立、1974年にモスクワ事務所を設置したことは

すでに申し上げました。1987年の日ソ第１号合弁調印に続いて、水産事業とホテルを経営する「サ

ハリン大陸」、さらに製材合弁である「ワニノ大陸」、「SEL大陸」を設立してきました。ところが、

2000年代に入り、ロシアで吹き荒れた企業乗っ取りの嵐に見舞われて、合弁企業は次々に撤退す

ることになりました。 

 しかしながら、第１号合弁である「イギルマ大陸」は、理解あるロシアの会社に持分を譲渡し
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ましたが、同社との合意により、今日に至るまで日本向け製品は大陸貿易１社に供給を続けてく

れています。当方も現地に駐在員を置き続け、生産をしっかりとサポートしています。そのおか

げで、旧合弁製材工場の製品は今でもナンバーワンブランドとして日本市場で不動の地位を維持

することができています。大陸貿易は月間およそ１万5,000㎥の製材品を輸入しています。これは

市場の30％シェアに相当します。 

 さて、2022年からの国際政治の激変により、日本からロシアへの輸出が禁止された品目が大変

多くあり、その中にはガス検知器も含まれます。 

 弊社はビジネスの相手を、ロシアから中央アジア・コーカサスへと大きく舵をきりました。理

研のガス検知器は、旧ソ連時代からモスクワを通じてカザフスタン、ウズベキスタン、そしてア

ゼルバイジャンにも入っていました。現在はモスクワを通さず、直接輸出する形をとっています。

アゼルバイジャンのお客様に再び納入することができるよう願っております。関心がございまし

たら、今日は担当者もおりますので、ぜひお声がけください。 

 こちらは医療施設用の抗菌カーテンです。日本ではこのような抗菌カーテンが、ほぼすべての

病院で使われています。窓を覆うだけでなく、ベッド回りでパーティションの役割も果たします。

やわらかい色合いは患者に安らぎをもたらします。テキスタイルを薬品に漬けたのではなく、繊

維自体に抗菌性能を持たせているので嫌な臭いはありません。このような商品です。使い方や販

売の仕方については、モスクワ事務所にスタッフがおりますので、モスクワからサポートするこ

ともできます。 

 子会社に「大陸トラベル」を有しています。日本へのご旅行や、日本からの旅行をアレンジい

たします。元々ロシアとの往来に専門的に携わっていた会社ですので、５人のスタッフは皆ロシ

ア語を使います。ちょうどこの10月21日から１週間、アゼルバイジャン観光局のお招きで、社員

がFAMトリップでアゼルバイジャンを訪問いたします。 

 大陸貿易は、ミドル・ビジネスにフォーカスする商社です。パイオニア精神が社員１人ひとり

に根付いています。皆様と新しいビジネスを切り開いていきたいと思います。 
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（※以下、報告資料より一部抜粋） 
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ヴガル・ミルザザーデ・アゼルバイジャン運輸・通信ホールディング（AZCON）副専務理事 

報告 

 

 山田様、ナジャフ様、ご来賓の皆様、ご列席の皆様。この度は第12回合同会議での報告の機会

をいただき、大変光栄に存じます。我々アゼルバイジャン運輸・通信ホールディング（AZCON）

が本国家委員会の活動に参加させていただくのは初めてになります。日本のパートナーとの対話

を強化し、新たな協力分野を模索する貴重な機会と考えております。AZCONを代表して、皆様

のご報告にも表れていたように、継続的な友情と協力、そしてご支援を賜っている日本のパート

ナーの皆様に、心より感謝申しあげます。 

 AZCONについて簡単にご紹介いたします。AZCONは、2024年11月に大統領令によって設立さ

れました。我々の目的は非常に明確です。第一に、統合的な経営、透明性のあるガバナンス、ビ

ジネス主導のアプローチを通じて、運輸・通信分野に属する企業の効率性と競争力を向上させ、

これらの企業間でのシナジーを創出することを目指しています。第二に、国の財政の持続可能性

を強化する形で主要セクターの開発を進めています。第三に、将来的に必要に応じて民営化でき

るだけの強さを備えた企業となるよう、制度的な基盤を整備しています。 

 AZCONは、アゼルバイジャンの運輸・通信分野の中核を担う12の主要企業を統括しています。

運輸分野では、アゼルバイジャン航空、アゼルバイジャン鉄道、アゼルバイジャン・カスピアン・

シッピング・カンパニー（ASCO）、バクー地下鉄、バクー・バス旅客輸送会社、バクー・タクシ

ーサービスを擁しています。 

 製造分野では、バクー造船所が含まれます。国内通信、デジタルサービスも統括しており、ア

ゼルバイジャン共和国宇宙庁、アゼルバイジャン国際電気通信、アズインテレコム、アズテレコ

ム、アゼルポスト（アゼルバイジャン郵便）、さらにラジオ・テレビ放送および衛星通信をも監

督しています。これらの企業群が連携することで、経済の主要戦略セクターにおける統合的な発

展が実現されています。 

 本日も触れられたように、過去10年間でアゼルバイジャンと日本の関係は着実に発展してきま

した。その基盤には、相互の信頼、尊重、そして共通利益があります。この文脈において、日本

企業とのより緊密な協力に大きな可能性があると考えています。具体的には、日本の運輸・通信

分野の企業とのパートナーシップ、特にポートフォリオ企業間での協力が含まれます。 

 また、交通分野やクラウド技術、AI、スマート公共交通ソリューション、宇宙分野での活動を

対象とした、体験型研修プログラムの実施も想定しています。 

 さらに、輸送回廊や物流分野での協力拡大にも大きな可能性があると考えています。特に、日

本発貨物の中央回廊利用を促進し、日本の物流企業にもご参加いただくことで、アゼルバイジャ

ンのトランジットポテンシャルを最大限に活用することが期待されます。中央回廊は、アジアと

欧州を東西に結ぶ最も成長の早い貿易ルートの１つです。アゼルバイジャンにとって、単なる通

過地ではなく物流ハブとしての地位を確立し、投資を呼び込み、経済の多角化を進める重要な機

会となります。 

 アゼルバイジャンは古くから東西の架け橋であり、物資や文化、アイデアが交流した古代シル

クロードの一部でもありました。今日では、近代的な鉄道、港湾、経済特区を整備することで、

より戦略的かつ競争力のある形でその役割を再び果たしています。長年にわたり、アゼルバイジ
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ャンは単にインフラを整備するだけでなく、地域諸国を結びつけることで、中央回廊の強化にも

寄与してきました。 

 最近締結された、アゼルバイジャン本土とナヒチェヴァン自治共和国を結ぶ合意により、国際

輸送におけるトランジット能力がさらに拡大することが期待されています。 

 現在、ザンゲズール回廊の開通に向けた作業が進められています。この戦略的ルートは、中央

回廊の総輸送能力を向上させるだけでなく、アゼルバイジャンをナヒチェヴァン地域と直接結び、

さらにトルコや欧州へと延伸します。この新ルートにより、東西間のアクセスが大幅に短縮され、

アジアと欧州間の接続がより迅速かつ効率的になります。2027年までに20億ドルの投資が見込ま

れており、この回廊によって、中央回廊に年間最大1,500万ｔの貨物輸送能力が追加される予定で

す。これにより、戦略ルートに沿った貿易・物流活動への参加という形で、日本企業を含む東方

諸国に新たなビジネスチャンスが生まれます。 

 我々は将来を見据え、アゼルバイジャンチームの一員として、日本企業との強固なパートナー

シップ構築に引き続き尽力してまいります。我々は、この協力が両国間の経済関係を強化するだ

けでなく、地域およびグローバルな連結性と持続可能性にも貢献すると信じています。今後も協

力を深め、両国に利益をもたらす具体的な成果を共に達成していけることを期待しております。 
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（※以下、報告資料より一部抜粋） 
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浅元 薫哉・（独）日本貿易振興機構（ジェトロ）企画部 

海外地域戦略主幹（ロシア・中央アジア・コーカサス） 

報告「アゼルバイジャンとのビジネス機会創出のためのジェトロの役割について」 

 

 皆様こんにちは。ただいまご紹介いただきました、日本貿易振興機構（ジェトロ）の浅元と申

します。ジェトロ本部でアゼルバイジャンを含む地域に関する社内プロジェクト調整や渉外業務

を担当しております。私からは、アゼルバイジャンとのビジネス機会創出のための、我々ジェト

ロの取り組みをご紹介したいと思います。 

 ジェトロは、日本と海外との貿易や投資を支援する政府系機関です。日本のすべての都道府県

に拠点を持っているほか、海外には56カ国に76事務所を有しています。アゼルバイジャンには事

務所を持っておりませんが、トルコのイスタンブール事務所がアゼルバイジャンをカバーしてい

ます。 

 ジェトロの主な活動分野は、①イノベーション創出支援、②農林水産物・食品の輸出促進、③

日本の中堅中小企業の海外展開支援、④海外市場の調査研究と日本企業への情報提供の４つです。

簡単に言うと、日本企業に対する海外ビジネスに関する情報と機会の提供になります。 

 まず情報の提供については、海外のビジネス情報をジェトロのウェブサイトを通じて発信して

います。アゼルバイジャンとのビジネス機会の創出には、日本企業にアゼルバイジャンについて

もっと知ってもらうことが重要と考えております。 

 近年アゼルバイジャンの地政学的重要性が高まっていますので、最近では、物流やエネルギー

資源に関するコネクティビティ強化や、再生可能エネルギー導入の動きを取り上げています。ま

た、2024年11月にバクーで気候変動に関するCOP29会議が開催された際には、アゼルバイジャン

や世界各国の動向を紹介するページを設置し、41本の記事を掲載しました。 

 そのほか、毎年、海外事務所長が登壇するウェビナーを開催しており、イスタンブール事務所

長がアゼルバイジャン含むコーカサス地域の経済動向を紹介しています。 

 さらに、ジェトロの重要な任務の１つとして、日本の製品や食品の海外販路開拓支援がありま

す。日本企業の海外展示会への出展支援や、海外から有望なバイヤーを日本に招へいし、商談会

を開催することで、日本からの輸出支援を行っています。アゼルバイジャンにおいて、日本の製

品や食品を買いたいという有望なバイヤーがいらっしゃいましたら、ぜひご紹介ください。 

 またジェトロには、海外から日本に輸出したいというご相談をいただくこともあります。この

場合、ジェトロが運営するビジネスマッチングサイト「e-Venue」をご利用いただければと思いま

す。外国企業は、こちらで日本への輸出を含む様々なビジネスプロポーザルを無料で登録するこ

とが可能です。英語で情報を登録いただけます。登録いただければ、ジェトロが日本企業向けに

日本語に翻訳いたしますので、日本企業とのビジネスを行うきっかけづくりに、「e-Venue」をご

活用いただければと思います。 

 外国企業による日本への投資のお手伝いも、ジェトロの重要な仕事の１つです。対日投資のワ

ンストップ窓口として、これまで２万2,000件に上る投資誘致プロジェクトを支援してきました。 

 このうち、アゼルバイジャン企業として、貨物航空会社のシルクウェイ・ウエスト航空の東京

での拠点立ち上げ支援に携わりました。シルクウェイ・ウエスト航空は2015年６月に東京に支店

を設立しましたが、その設立に際し、ジェトロではテンポラリーオフィスの提供、支店設立に係
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る登記、税務、労務のコンサルテーション、行政書士、税理士、銀行等サービスプロバイダの紹

介などの支援を行いました。 

 ジェトロは対日投資にあたっての情報・インフラの提供や、中央や地方政府へのつなぎ、サー

ビスプロバイダの紹介を行っております。対日投資にご関心を持つアゼルバイジャン企業がいら

っしゃいましたら、我々までご相談いただければと思います。 

 最後に、最近のジェトロのアゼルバイジャンに関する具体的な取り組みをご紹介します。2024

年５月にバクーで開催された食品見本市「Interfood」に出展しました。日本食品のサンプルを展

示して、来場者に試食を提供しました。出展は初めてでしたが、今後の日本食品の輸出先の新し

いマーケットとして注目しています。 

 また、アゼルバイジャンのビジネス環境を紹介するウェビナーを2025年３月に行いました。出

席者数は300名を超え、関心の高さが窺えました。エネルギー産業中心の内容でしたが、参加者

からはアゼルバイジャンの消費市場にも関心があるとのコメントが多く寄せられました。今後、

アゼルバイジャンの消費市場に関する情報収集、有力バイヤーの発掘に取り組んでいきたいと考

えております。 

 ジェトロはこれからも日本とアゼルバイジャンとの間のビジネス発展に貢献していきたいと

考えております。アゼルバイジャンからのジェトロの窓口はジェトロ・イスタンブール事務所に

なりますので、何かありましたらぜひご相談いただければと思います。 
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（※以下、報告資料より一部抜粋） 
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ユシフ・アブドゥラエフ・アゼルバイジャン輸出・投資促進機構（AZPROMO）専務理事 

報告 

 

 ナジャフ議長、山田様、大使閣下、ご列席の皆様。皆様にご挨拶できることを大変光栄に思い

ます。本日は、アゼルバイジャン経済の概要と、特に投資機会に焦点を当ててご紹介いたします。 

 全体としては、アゼルバイジャンの2024年の名目GDPは743億ドルであり、非石油部門のGDP

は全体の68％と高い比率を維持しています。外貨準備高は2024年時点で710億ドルに達しており、

公的対外債務はGDP比７％未満と、世界的に見ても非常に低い水準です。 

 投資面では、1995年から2024年までの外国直接投資（FDI）は総額1,214億ドルに達し、非FDI

はほぼ210億ドルにのぼっています。 

 アゼルバイジャンの堅固なインフラは、２万㎞以上の高速道路の建設・改修に表れています。

アゼルバイジャンを通る中央回廊は、現在、バクー・トビリシ・カルス鉄道、９つの国際空港、

近代的な高速道路、そしてカスピ海最大の港であるバクー国際海洋貿易港によって支えられ、実

際に機能しています。 

 並行して、投資を支えるインフラの重要な柱として、アラート自由経済区があります。これは

6,500㏊にわたる地域ハブで、高付加価値の輸出向け製品を生産する投資家に対して、税制優遇や

利益の全額送金が提供されます。 

 アゼルバイジャンはカスピ海西岸唯一の国として、地理的・経済的な接続点を提供し、効率的

な物流と信頼性の高い接続性を備えています。北・南・西・東、さらに南西や北北西の回廊全体

の統合を強化することで、地域すべてのステークホルダーにとって真のウィンウィンの機会を提

供する国となっています。 

 現在、アゼルバイジャンを通る中央回廊は、効率化された国境・税関手続きにより、欧州～ア

ジア間で信頼性の高い定期的なアクセスを提供しています。中央回廊の重要な一部である、「国

際平和と繁栄のためのトランプ・ルート（TRIPP）」あるいはザンゲズール回廊は、アジアと欧州

を結ぶ最短の陸上ルートを提供します。 

 アゼルバイジャンのインダストリアル・ゾーンは、協働事業のための最適なプラットフォーム

を提供しています。現在、総面積1,500㏊以上が開発され、総投資額は46億ドルを超え、２万人以

上の雇用を創出しています。2024年の生産額はほぼ20億ドルに達し、輸出額は６億2,900万ドルと

なっています。 

 インダストリアル・パーク内の企業は、法人税、資産税、土地税、輸入機械・設備にかかる付

加価値税（VAT）、関税など、10年間にわたる各種税制優遇を享受でき、これらの措置が投資誘致

に役立っています。さらに、パークのレジデントでなくとも投資促進証明書を取得した企業には、

７年間の投資優遇措置も提供されます。 

 同時に、アゼルバイジャンの解放地域に設立されたインダストリアル・ゾーン、例えばアラズ

渓谷経済区やアグダム・インダストリアル・パークでは、追加の優遇措置が提供されています。

具体的には、機械、技術設備、装置の輸入だけでなく、関連する経済活動分野の原材料や資材、

商品についても、10年間にわたりVATおよび関税が免除されます。 

 さらに、これらの地域での投資機会に関心を持つ投資家向けに、複数の潜在的な投資プロジェ

クトもご紹介します。まずホスピタリティ分野では、カラバフ・ホテル・リゾートプロジェクト
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において、近代的な観光インフラの整備が期待されています。繊維産業では、アラズ渓谷経済区

における新たな綿糸工場が１日当たり550ｔの生産能力を有する計画です。冶金分野では、アグ

ダム・インダストリアル・パークのカラバグ・スチール・プロジェクトが、国内市場と輸出市場

の双方を対象としており、年間生産量は23万ｔに達する見込みです。 

 2022年12月に官民パートナーシップ（PPP）に関する法律が制定され、2025年には閣僚会議に

より、2026年に実施予定の６件のPPPプロジェクトが承認されました。対象分野は、教育、環境、

食品安全、水、観光、信託であり、民間パートナーの参加を歓迎しています。 

 PPPモデルは、明確な費用回収メカニズム、政府の支援と保証、公平なリスク分担、そして投

資家の信頼性向上を伴う、長期的かつ回収可能な投資です。重要なサービスやインフラへの民間

セクターの参画を拡大する効果もあります。 

 アゼルバイジャンは、欧州からアジアまで多様な国々と二国間投資協定を締結しています。ま

た、アゼルバイジャンは日本を含む多くの国々と租税条約も締結しています。 

 2024年の両国間の貿易額は４億2,800万ドルで、その大部分は日本からの輸入によるものでし

た。アゼルバイジャンから日本への輸出はまだ限定的で、例えば金属、ワイン、ヘーゼルナッツ

などが輸出品となっています。その一方、アゼルバイジャンは日本から、乗用車、工業用パイプ、

X線装置、貨物トラックなどを輸入しています。今後、アゼルバイジャンは、チェリー、フルー

ツジュース、缶詰ナッツなどの農産物の輸出を拡大するとともに、日本市場におけるアルミ製品

の需要にも対応することが可能です。 

 本合同会議の終了後には、日本の友人・同僚の皆様との共同プロジェクトがさらに増えていく

と確信しております。 
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（※以下、報告資料より一部抜粋） 
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黒石 邦典・日本アゼルバイジャン経済委員会 副会長／丸紅㈱ 顧問 

総括コメント 

 

 日本アゼルバイジャン経済委員会の副会長をしております、丸紅の黒石でございます。 

 本日は２時間という限られた時間ではありましたが、２時間とは思えない誠に充実した内容で

あったと思います。 

 冒頭、両議長からの基調報告に始まり、報告第１部では「伝統的産業分野における協力の推進」、

報告第２部では「新規分野における協力の可能性」といった題目で様々な報告がなされました。

どの報告も、今後の両国関係の強化にあたって、たいへん重要な内容であったと認識しておりま

す。様々な示唆があったのではないかと思います。この場をお借りして、皆様のご尽力に心から

の感謝を申し上げたいと思います。 

 報告にもありましたとおり、両国は1992年の国交樹立以来、エネルギー、インフラ、それから

人材育成・交流・開発など様々な分野で関係を深めてまいりました。これら既存の分野に加えて、

報告で紹介がありましたように、グリーン関連、ロジスティクス、食品など新たな分野で、官民

一体となって段階的に協力を推進し、日本アゼルバイジャン関係を強化していくことが重要では

ないかと思っております。 

 「友好ではあるけれども距離がある」といった関係から「実益のある戦略パートナー」へ両国

関係を格上げしていくことを目指して、今後も今回のような対話を続けていくことが重要ではな

いかと思います。 

 引き続き皆様へのご協力をお願いしつつ、私からの感想・コメントとさせていただきます。 

 ありがとうございます。 
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＜議長総括／閉会挨拶＞ 

 

山田 哲也・日本アゼルバイジャン経済委員会 会長／ 

伊藤忠商事㈱ 執行役員 エネルギー・化学品カンパニー エネルギー部門長 

 

 尊敬するナジャフ・アゼルバイジャン日本経済協力国家委員会議長、ご列席の皆様。 

 閉会にあたり、日本側議長としてご挨拶を申しあげます。本日の第12回合同会議は、多数の参

加者のもと、資源・エネルギー分野において両国の間に確固たる協力関係が築かれていることを

確認できたのみならず、運輸、テキスタイル、鉱業、通信、中小ビジネスなどの新規事業分野に

おける協力関係の可能性について、活発な意見交換をすることができ、たいへん有意義な会議に

なったと思っております。 

 我々日本企業といたしましては、民間企業が参入可能な案件につきましては、実際のビジネス

に結びつくよう積極的に努力してまいります。一方、政府間協力に関わる案件につきましては、

本日、ご来臨賜りました日本政府関係者の皆様に、直接お伝えすることができ、非常に良い機会

となりました。 

 今回の合同会議の開催にあたりご尽力いただきました、ナジャフ議長をはじめアゼルバイジャ

ン側関係者の皆様に感謝申しあげます。また報告者の皆様、通訳の皆様に対して、心よりお礼申

しあげます。ありがとうございました。 

 さて、第13回合同会議はバクーでの開催となります。次回、アゼルバイジャンでお目にかかる

までに、双方の代表団の皆様には、本日協議したビジネス案件をさらに研究し、進展させ、具体

的成功に導くよう、お願い申しあげます。 

 両国の経済関係が、ますます拡大・発展することを祈念し、第12回合同会議の私の閉会のご挨

拶といたします。どうもありがとうございました。 
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ロフシャン・ナジャフ・アゼルバイジャン日本経済協力国家委員会 議長／ 

アゼルバイジャン国営石油会社（SOCAR）総裁 

 

 山田会長、ご列席の皆様。 

 本合同会議への貴重なご貢献と建設的なご参加に感謝申しあげます。特に日本側の皆様には、

深く御礼申し上げます。皆様のご準備とご尽力のおかげで、すべての参加者にとって円滑で有意

義な会議になりました。 

 本日はこれから、協力文書の署名に立ち合い、企業間の個別面談が行われます。双方が新たな

機会を探求しようとする強い関心を示されていることは、大変心強いことです。 

 第12回合同会議とそれに続く議論が、両国の経済協力を新たな段階へと引き上げ、両国企業の

結びつきをさらに強化するものと確信しております。今後、この協力をさらに拡大し、両国に利

益をもたらす豊かな未来を築いていけることを楽しみにしております。 

 我々も、第13回合同会議をバクーで開催し、様々な内容について議論することを楽しみにして

おります。 

 改めて、皆様に感謝申しあげます。特に山田会長、そして皆様、素晴らしい会議を開催してく

ださり、誠にありがとうございました。 
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＜署名式＞ 

 

 

第12回日本アゼルバイジャン経済合同会議で署名された文書 

 

 

１. 第12回日本アゼルバイジャン経済合同会議議定書 

署名者： 山田 哲也 日本アゼルバイジャン経済委員会 会長、 

    伊藤忠商事株式会社 執行役員  

    エネルギー・化学品カンパニー エネルギー部門長 

 ロフシャン・ナジャフ アゼルバイジャン日本経済協力国家委員会 議長、 

   アゼルバイジャン国営石油会社（SOCAR）総裁 

 

２. 一般社団法人ROTOBOとアゼルバイジャン輸出・投資促進機構（AZPROMO）の間の相互協力覚書 

署名者： 鈴木 恭一 一般社団法人ROTOBO 専務理事 

  ユシフ・アブドゥラエフ アゼルバイジャン輸出・投資促進機構（AZPROMO）専務理事 

 

３. 一般社団法人ROTOBOとアゼルバイジャン共和国起業家連盟（ASK）の間の相互協力覚書 

署名者： 鈴木 恭一  一般社団法人ROTOBO 専務理事 

  マンマッド・ムサエフ アゼルバイジャン共和国起業家連盟（ASK）会長 

 

４. 大陸貿易株式会社とアゼルバイジャン共和国起業家連盟（ASK）の間の相互理解覚書 

署名者： 中司 篤彦 大陸貿易株式会社 常務取締役 営業本部長 

  マンマッド・ムサエフ アゼルバイジャン共和国起業家連盟（ASK）会長 
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第12回日本アゼルバイジャン経済合同会議 

アゼルバイジャン側参加者リスト 

 

 

アゼルバイジャン日本経済協力国家委員会 議長 

1. ロフシャン・ナジャフ アゼルバイジャン国営石油会社（SOCAR）総裁 

 

アゼルバイジャン日本経済協力国家委員会 会員 

2. マンマッド・ムサエフ アゼルバイジャン共和国起業家連盟（ASK）会長 

3.  ユシフ・ジャッバロフ NEQSOLホールディング会長 

4.  ギュルセル・イスマイルザーデ 駐日アゼルバイジャン共和国特命全権大使 

 

その他の参加者 

5. ババク・フセイノフ アゼルバイジャン国営石油会社（SOCAR）副総裁 

6. アルズ・ジャヴァドヴァ アゼルバイジャン国営石油会社（SOCAR）副総裁 

7. ハフィズ・ゼイナロフ アゼルバイジャン国営石油会社（SOCAR）チーフオブスタッフ 

8. アイグン・フセイノヴァ アゼルバイジャン国営石油会社（SOCAR）CCO 

9. アリ・ジャファロフ アゼルバイジャン投資ホールディング副CEO 

10. ヴガル・ミルザザーデ アゼルバイジャン運輸・通信ホールディング（AZCON）副専務理事 

11. エルミル・ムサエフ SOCARグリーン社長 

12. ユシフ・アブドゥラエフ アゼルバイジャン輸出・投資促進機構（AZPROMO）専務理事 

13. ヴガル・サマドリ Nobelエナジー（NEQSOLホールディング）CEO 

14. アナル・アファンディエフ 公開型株式会社「アゼルエナジー」対外関係局長 

 

代表団サポート 

15. トグルル・ミルザエフ アゼルバイジャン国営石油会社（SOCAR）副チーフオブスタッフ 

16. ララ・ヴァリエヴァ アゼルバイジャン国営石油会社（SOCAR）総裁プロトコル補佐 

17. イブラヒム・アフマドフ アゼルバイジャン国営石油会社（SOCAR）儀典部副部長 

18. イルガル・ダダショフ アゼルバイジャン国営石油会社（SOCAR）儀典課長 

19. ウゼイル・フムバトフ アゼルバイジャン共和国経済省国家間経済協力局長（国家委員会事務局） 

20.  アディル・グルバノフ アゼルバイジャン共和国起業家連盟（ASK）首席会長顧問 

21. アファト・マンマドヴァ アゼルバイジャン共和国起業家連盟（ASK）国際関係・持続可能開発局長 

22. エルマル・ラスロフ アゼルバイジャン運輸・通信ホールディング（AZCON）国際パートナー部門長 

23. シャフィガ・シフマンマドヴァ アゼルバイジャン輸出・投資促進機構（AZPROMO）専務理事補佐 

24. サディク・ババエフ 在日アゼルバイジャン共和国大使館参事官 

 



 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

第12回日本アゼルバイジャン経済合同会議 

報告書 

 

日本アゼルバイジャン経済委員会 

 

事務局： 

一般社団法人 ＲＯＴＯＢＯ内 

〒104-0033 東京都中央区新川2-1-7 セルコンスクエア 

電話：03-3551-6215/6218 
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